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「『監獄』には憲法は届かない？―刑務所の秩序と個人の尊厳」法学セミナー 42 巻 6
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「非行事実認定をめぐる司法と福祉」刑法雑誌 39 巻 1 号 158―169 頁、1999 年 7 月
「厳罰論的少年法改正案の批判的検討」刑法雑誌 39 巻 3 号 42―53 頁、2000 年 5 月
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「犯罪報道の公共性と少年事件報道」立命館法学 271 ＝ 272 号 317―346 頁、2001 年 3 月
「経験科学と刑事立法―『国民の期待』への応答をめぐって」立命館法学 273 号 1―32

頁、2001 年 3 月
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頁、296 号 30―89 頁、297 号 18―120 頁、2004―2005 年
Jugendrecht und Jugenddelinquenz in Japan : Japanische Erfahrungen, Neue Kriminal-
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年 12 月

「未決拘禁法の国際水準―代用監獄廃止と接見交通改革への視座」法学セミナー 613
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「少年審判の構造と少年の適正手続―審判手続の憲法論」斉藤豊治 ＝ 守屋克彦編著
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「勾留決定・審査手続の対審化と国際人権法」国際人権 21 号 3―9 頁、2010 年 11 月
「被疑者取調べの適正化と国際人権法」法律時報 83 巻 3 号 10―15 頁、2011 年 3 月
「被逮捕者と公的弁護」季刊刑事弁護 66 号 8―13 頁、2011 年 4 月
「死刑事件の裁判員裁判」法学セミナー 678 号 34―37 頁、2011 年 5 月
「弁護士会の人権救済活動と刑事被拘禁者」自由と正義 62 巻 5 号 15―23 頁、2011 年 5

月
「社会的排除と刑事司法―新自由主義時代の市民刑事法の課題」法の科学 42 号 65―76

頁、2011 年 8 月
「被疑者取調べにおける黙秘権と弁護権」浅田和茂 ＝ 石塚伸一 ＝ 葛野尋之 ＝ 後藤昭 ＝ 福

島至編『村井敏邦先生古稀記念論文集』（日本評論社）279―305 頁、2011 年 9 月
Neoliberalism, Social Exclusion and Criminal Justice : A Case in Japan, Hitotsubashi 

Journal of Law and Politics, No. 40, pp. 15―32, Feb. 2012
「裁判員裁判における民主主義と自由主義」法律時報 84 巻 9 号、4―9 頁、2012 年 8 月
「弁護人接見の電子的記録と接見時の電子通信機器の使用」季刊刑事弁護 72 号 76―82 頁、

2012 年 10 月
「新自由主義、社会的排除と刑事司法―日本の場合」『斉藤豊治先生古稀祝賀論文集』

（成文堂）365―387 頁、2012 年 12 月
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「少年法改正提案の位置と文脈」法律時報 85 巻 1 号 56―57 頁、2013 年 1 月
「接見時の携帯電話使用と弁護士倫理」季刊刑事弁護 74 号 132―142 頁、2013 年 4 月
「被疑者・被告人の身柄拘束の在り方」法と民主主義 477 号 24―27 頁、2013 年 4 月
「上訴取下の有効性を争う審理続行申立手続と弁護権」浅田和茂 ＝ 葛野尋之 ＝ 後藤昭 ＝

高田昭正 ＝ 中川孝博編『福井厚先生古稀祝賀論文集』（法律文化社）192―221 頁、
2013 年 6 月

「刑事手続の構造改革―その理念と課題」法律時報 85 巻 8 号 4―10 頁、2013 年 7 月
「被疑者取調べ適正化の現在―その位置と課題」法律時報 85 巻 9 号 56―57 頁、2013

年 8 月
「身体拘束中の被疑者・被告人との接見、書類・物の授受」後藤昭 ＝ 高野隆 ＝ 岡慎一編

著『現代の刑事弁護（第 1 巻）―弁護人の役割』（第一法規）187―207 頁、2013
年 8 月

「裁判員制度と刑事司法改革」法社会学 79 号 37―62 頁、2013 年 10 月
「社会記録の取調べと作成者の証人尋問」武内謙治編『少年事件の裁判員裁判』（現代人

文社）269―295 頁、2014 年 1 月
「接見禁止と弁護人宛信書の内容検査」石塚伸一 ＝ 岡本洋一 ＝ 楠本孝 ＝ 前田朗 ＝ 宮本弘

典編著『足立昌勝先生古稀記念論文集―近代刑法の現代的論点』、社会思想社、
447―464 頁、2014 年 3 月

「高齢者犯罪と刑事手続」刑法雑誌 53 巻 3 号 63―77 頁、2014 年 5 月
（林裕順 ＝ 陳衣農訳）「裁判員制度下民主主義與自由主義之體現―以日本最高法院之裁

判員制度合憲判決為出發」台湾中正大學法學集刊 43 号 1―57 頁、2014 年 5 月
「少年法の歴史と理念」法学セミナー 714 号 12―15 頁、2014 年 6 月
「取調べの録音・録画制度」法律時報 86 巻 10 号 16―21 頁、2014 年 9 月
「イギリスの刑事弁護」後藤昭 ＝ 高野隆 ＝ 岡慎一編著『現代の刑事弁護（第 3 巻）―

刑事弁護の歴史と展望』（第一法規）301―332 頁、2014 年 9 月
「袴田事件第二次再審請求における静岡地裁開始決定の意義」『生田勝義先生古稀祝賀論

文集』（法律文化社）602―630 頁、2014 年 9 月
「特定秘密の証明と憲法―適正手続・弁護権と公開原則との狭間で」右崎正博 ＝ 清水

雅彦 ＝ 豊崎七絵 ＝ 村井敏邦 ＝ 渡辺治編『秘密保護法から「戦争する国」へ』（旬報
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「被疑者・被告人の否認・黙秘と罪証隠滅の可能性―否認・黙秘からの推認の合理性
と許容性」自由と正義 66 巻 3 号 53―64 頁、2015 年 3 月
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「再審請求人たる受刑者と再審請求弁護人との面会をめぐる法的問題」一橋法学 14 巻 1
号 41―80 頁、2015 年 4 月

「刑事弁護の拡大・活性化と接見交通権」季刊刑事弁護 85 号 101―107 頁、2016 年 1 月
「検察官の訴追裁量」川﨑英明 ＝ 葛野尋之編『リーディングス刑事訴訟法』（法律文化

社）161―181 頁、2016 年 4 月
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供述証拠的利用」『浅田和茂先生古稀祝賀論文集（下）』（成文堂）125―144 頁、
2016 年 9 月

「接見内容の秘密性の保障―事後的・間接的探知からの保護」『内田博文先生古稀祝賀
論文集』（法律文化社）320―343 頁、2016 年 11 月

「弁護活動の充実に向けて―被疑者国選弁護人制度の拡大と証拠リスト交付制度の導
入」村井敏邦 ＝ 海渡雄一編『可視化・盗聴・司法取引を問う』（日本評論社）93―
108 頁、2017 年 3 月

「被疑者の身体拘束制度―残された改革課題」村井敏邦 ＝ 海渡雄一編『可視化・盗
聴・司法取引を問う』（日本評論社）210―234 頁、2017 年 3 月

「検察官の訴追裁量権と再犯防止措置」法律時報 89 巻 4 号 12―18 頁、2017 年 4 月
「処罰の膨張と捜査権限の拡散・浸透―共謀罪の危険性」世界 894 号 68―75 頁、2017

年 4 月
「刑事司法をめぐる立法の力学―被疑者取調べ録音・録画の義務化立法を素材にして」

後藤昭責任編集『シリーズ・刑事司法を考える（3）―刑事司法を担う人々』（岩
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（方海日訳・倪潤訳校）「日本的刑事司法改革（中国語）」中国・訴訟法学研究 22 巻 1―
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「弁護人による接見時の電子通信機器の使用をめぐる法的問題」一橋法学 17 巻 3 号 279― 
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「弁護士が受刑者に宛てて発した信書の検査（意見書要約版）」季刊刑事弁護 99 号 67―
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「少年法適用年齢引下げ提案批判」法律時報 91 巻 12 号 79―83 頁、2019 年 11 月
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「誤判救済と再審制度―イギリス誤判救済制度からの示唆」判例時報 2434 号 153―160

頁、2020 年 4 月
「被疑者の黙秘権と弁護人の効果的援助」『大出良知先生 ＝ 川﨑英明先生 ＝ 白取祐司先
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「弁護人接見と電子機器の使用―裁判例の到達点と限界」季刊刑事弁護 108 号 121―
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「裁判員制度の概要といくつかの問題」一橋大学刑事法部門編 ＝ 葛野尋之編集代表『裁

判員裁判の現在―その 10 年の成果と課題』（現代人文社）8―31 頁、2021 年 10 月
「刑事手続における通信秘密の保護―弁護人の効果的援助の保障と正確な事実認定」

一橋法学 20 巻 3 号 1―35 頁、2021 年 11 月
「被逮捕者と弁護人の援助を受ける権利」『寺崎嘉博先生古稀祝賀論文集（上）』（成文

堂）195―222 頁 2021 年 12 月
「公判中心主義の意義」葛野尋之 ＝ 王雲海編著『刑事訴訟における公判中心主義―日

本と中国』（成文堂）1―14 頁、2022 年 2 月
「再審請求中の死刑執行をめぐる法的問題」一橋法学 21 巻 1 号 1―36 頁、2022 年 3 月
「再審請求中の死刑執行と再審請求手続」大谷實 ＝ 井田良 ＝ 松原芳博 ＝ 福島至 ＝ 渡邉一
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2022 年 11 月

「任意同行された被疑者と弁護人等との接見機会の保障」『土井政和先生 ＝ 福島至先生古
稀祝賀論文集』（現代人文社）327―345 頁、2022 年 11 月

「弁解録取と弁護人の援助を受ける権利」一橋法学 21 巻 3 号 73―94 頁、2022 年 11 月
「『刑事弁護』分野の回顧と展望」刑法雑誌 62 巻 3 号 413―428 頁、2023 年 7 月
「刑事弁護の拡大と高度化―その現状と改革課題」青山法学論集 65 巻 2 号 1―29 頁、

2023 年 9 月
「少年司法における少年の参加・再訪」服部朗ほか編『融合分野としての少年法』（成文

堂）222―248 頁、2023 年 11 月
「公判中心主義と起訴基準」一橋大学法学研究科刑事法部門編・王雲海編集代表『刑事

手続における検察の権限―日本と中国』（国際書院）111―124 頁、2024 年 3 月
「逮捕状の執行準備と被疑者の弁護人の援助を受ける権利」青山法学論集 65 巻 4 号 1―

48 頁、2024 年 3 月
「取調べの可視化・弁護人立会と起訴基準―起訴基準引下げの現実的契機」小坂井久

編集代表『取調べの可視化―その理論と実践』（現代人文社）137―151 頁、2024
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「保釈条件の不明確性と過度広汎性」『渡辺修先生古稀祝賀論文集』（現代人文社）163―
180 頁、2024 年 6 月

「刑事再審の審判対象」『小田中聰樹先生追悼論文集』（現代人文社）、2025 年予定
「再審制度改革の展望」葛野尋之 ＝ 田淵浩二 ＝ 豊崎七絵 ＝ 石田倫識編著『刑事再審制度

の総合的研究』（成文堂）、2025 年予定
「宣告猶予」太田達也 ＝ 川出敏裕編『新刑事政策講座』（成文堂）、2025 年予定

判例評釈・解説・翻訳その他

（共同研究）刑事立法研究会「日本行刑史の人々―留岡幸助」『法学セミナー増刊総合
特集シリーズ 41―監獄の現在』（日本評論社）194―196 頁、1988 年 11 月

（紹介）「最近の外国刑事法事情―デヴィッド ＝ ランハン『賄賂罪および汚職罪』J.
C. ＝ スミス記念論文集所収」警察研究 60 巻 8 号 77―82 頁、1989 年 8 月

（共同研究）刑事立法研究会「国際人権法と代用監獄―NGO 報告書『警察留置場での
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（共訳）ヒューマン・ライツ・ウォッチ／アジア ＝ ヒューマン・ライツ・ウォッチ／プ
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選』82―83 頁、1998 年 6 月
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（解説）「司法改革をめぐる潮流と『今後の審議の進め方』」法律時報 72 巻 4 号 88―90 頁、
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（解説）「国民の期待に応える刑事司法の在り方をめぐって」法律時報 72 巻 11 号 89―91
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（紹介）「少年の暴力犯罪をめぐる厳罰政策に対する包括的批判―Franklin E. Zimring, 

488



（　 ）261

American Youth Violence, Oxford University Press, 1998」アメリカ法 2000 年 2
号 78―82 頁、2000 年 12 月
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（解説）「社会的迷惑行為に対するハイブリッド型規制と適正手続」刑法雑誌 49 巻 2 号
99―102 頁、2009 年 2 月

（解説）葛野尋之 ＝ 豊崎七絵 ＝ 石田倫識「比較法 1―イギリス」福井厚編『未決拘禁
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（判例評釈）「検察官による弁護人と被疑者との接見内容の聴取が秘密交通権の侵害にあ
たらないとされた事例―佐賀地判平 22・12・17」速報判例解説 9 号 189―192 頁、
2011 年 9 月

（判例評釈）「検察官による弁護人と被疑者との接見内容の聴取が秘密交通権の侵害にあ
たるとされた事例―福岡高裁平 23・7・1」速報判例解説 10 号 159―162 頁、2012
年 3 月

（報告）「大会ワークショップ―少年事件の裁判員裁判」刑法雑誌 51 巻 3 号 463―468
頁、2014 年 4 月

（判例評釈）「検察官による弁護人と被疑者との接見内容の聴取が秘密交通権の侵害にあ
たるとされた事例―福岡高裁平 23・7・1」判例評論 641 号 152―160 頁、2012 年
6 月

（判例評釈）「死刑確定者と再審請求弁護人との秘密面会の利益が侵害されたとした事例
―最判平 25・12・10」速報判例解説 15 号 169―172 頁、2014 年 10 月

（判例評釈）「公判前整理手続における被告人・弁護人の主張明示義務と自己に不利益な
供述の強要―最決平 25・3・18」判例時報 2235 号 173―178 頁、2014 年 12 月

（座談会）「少年法の成人年齢引き下げがもたらすもの」弁政連ニュース 44 号、2016 年
4 月

（報告）「大会ワークショップ―接見交通権をめぐる今日的問題」刑法雑誌 55 巻 3 号
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538―543 頁、2016 年 5 月
（判例評釈）「署名押印を欠いた参考人の検面調書について証拠能力を肯定した事例―

名古屋地判平 27・4・27」法律時報 88 巻 10 号 114―117 頁、2016 年 9 月
（判例評釈）「勾留中の被告人の拘置所居室等についての捜索差押許可状の請求、同許可

状に基づく捜索・差押えおよび押収物の精査・不還付が違法とされた事例―大阪
高判平 28・4・22」刑事法ジャーナル 51 号 109―117 頁、2017 年 2 月

（判例評釈）「強制採尿―最決昭 55・10・23」『刑事訴訟法判例百選（第 10 版）』58―
59 頁、2017 年 5 月

（判例評釈）「家裁の検察官送致決定を経て公訴提起された少年の殺人事件を裁判員裁判
により家裁に移送した事例―横浜地決平 28・6・23」速報判例解説 22 号 185―188
頁、2018 年 4 月

（判例評釈）「『なりすまし捜査』の適法性と収集証拠の許容性―鹿児島地加治木支判
29・3・24」法律時報 90 巻 5 号 144―147 頁、2018 年 5 月

（判例評釈）「対審的司法審査における十分な理由提示、重要証拠へのアクセス、および
定期的審査の保障―スヴィプスタ判決（Svipsta v. Latvia）［2006］」小畑郁 ＝ 江
島晶子 ＝ 北村泰三 ＝ 立石真公子 ＝ 戸波江二編『ヨーロッパ人権裁判所の判例Ⅱ』

（信山社）230―233 頁、2019 年 3 月
（判例評釈）「訴訟代理人弁護士が受刑者に宛てて発した信書の検査が違法とされた事例
―秋田地判平 31・3・1」速報判例解説 25 号 191―194 頁、2019 年 9 月

（判例評釈）「保護室に収容されている未決拘禁者との面会の申出が弁護人等からあった
場合に、その旨を未決拘禁者に告げないまま、保護室収容を理由に面会を許さない
刑事施設の長の措置が、国家賠償法上違法となる場合―最判平 30・10・25」判
例時報 2430 号 188―194 頁、2020 年 3 月

（報告）「大会ワークショップ―被疑者国選弁護制度の拡充と被疑者弁護の課題」刑法
雑誌 58 巻 3 号 513―519 頁、2020 年 3 月

（判例評釈）「保護室に収容中の未決拘禁者と弁護人等との接見交通権―最判平 30・
10・25」『令和元年度重要判例解説』170―171 頁、2020 年 4 月

（判例評釈）「準現行犯逮捕―最決平 8・1・29」『刑事訴訟法判例百選第（11 版）』28―
29 頁、2024 年 5 月

（座談会）村木厚子 ＝ 村山浩昭 ＝ 葛野尋之「再審制度を動かす」世界 984 号 227―235 頁、
2024 年 8 月

（判例評釈）「任意同行中の被疑者に弁護人等からの電話への不応答を求める警察官の措

490



（　 ）263

置の適法性―札幌高判令 6・6・28」新・判例解説 Watch 25 号 191―194 頁、2024
年 10 月

（判例評釈）「少年事件のいわゆる再審―最決昭 58・9・5」『少年法判例百選（第 2
版）』188―191 頁、2024 年 12 月

学会報告その他

（報告）「非行なし・不処分後の刑事訴追の問題点」日本刑法学会 73 回大会・ワークシ
ョップ「少年司法と適正手続」話題提供、明治学院大学、1995 年 5 月

（報告）「少年司法における『保護』理念の再構築」日本刑法学会 74 回大会、東北大学、
1996 年 5 月

（報告）「非行事実認定をめぐる司法と福祉」日本刑法学 75 回大会・ワークショップ
「少年司法と適正手続」、専修大学、1997 年 5 月

（オーガナイズ）ワークショップ「非行事実認定をめぐる司法と福祉」、日本刑法学会
76 回大会、大阪市立大学、1998 年 5 月

（報告）「厳罰論的少年法改正案の批判的検討」日本刑法学会 77 回大会・共同研究分科
会Ⅲ「少年司法改革の諸問題」、早稲田大学、1999 年 5 月

（報告）「少年審判の非公開と少年事件報道」日本刑法学会 78 回大会・共同研究分科会
「犯罪報道の諸問題」報告、京都大学、2000 年 5 月

（報告）「経験科学と刑事法」日本犯罪社会学会 27 回大会・ミニ・シンポジウム「実証
的アプローチを実務にどう生かすか」、淑徳大学、2000 年 10 月

（オーガナイズ）ワークショップ「少年司法と修復的司法」、刑法学会 80 回大会、南山
大学、2002 年 5 月

（報告）「刑事司法における被害とその回復」日本法社会学会 2003 年大会・分科会「被
害のナラティヴと法―救済と情動」、青山学院大学、2003 年 5 月

（報告）「犯罪被害者と新しい刑事司法モデル」日本刑法学会 81 回大会・ワークショッ
プ「刑事司法モデル論の検討」、日本大学、2003 年 5 月

（報告）Juvenile Delinquency and the Juvenile Law: Japanese Experience、ミュンスタ
ー大学刑事司法研究所・DVJJ 合同セミナー、ドイツ・ミュンスター、2004 年 5 月

（報告）Juvenile Diversion and the Get-Tough Movement in Japan、アメリカ犯罪社会
学会 2004 年大会、アメリカ合衆国テネシー州ナシュヴィル、2004 年 11 月

（オーガナイズ）ワークショップ「少年司法改革の現状と課題」、日本刑法学会 83 回大
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会、北海道大学、2005 年 6 月
（報告）「2005 年改正案の位置とその法的問題」日本司法福祉学会 6 回大会・シンポジ

ウム「重大な触法事件をめぐる理論状況」、立命館大学、2005 年 8 月
（オーガナイズ）分科会「重大触法事件をめぐる問題状況―厳罰化を克服する実務の

契機」日本司法福祉学会 6 回大会、立命館大学、2005 年 8 月
（指定発言）犯罪社会学会 32 回大会・シンポジウム「事実に基づく政策決定―少年法

改正の検証」、大阪商業大学、2005 年 10 月
（報告）「受刑者の法的地位とその権利保障」日本刑法学会 84 回大会・共同研究分科会

Ⅲ「新受刑者処遇法の諸問題」、立命館大学、2006 年 5 月
（報告）「警察留置・代用刑事施設と拷問禁止条約」国際人権法学会第 19 回大会・シン

ポジウム「拷問禁止条約と日本」、愛知学院大学、2007 年 11 月
（指定発言）「社会的迷惑行為に対するハイブリッド型規制と適正手続」日本刑法学会

86 回大会・共同研究分科会Ⅰ「自由と安全と刑法」、神戸大学、2008 年 5 月
（報告）「刑事手続改革のなかでの代用刑事施設問題」日本刑法学会 86 回大会・ワーク

ショップ「未決拘禁の課題と展望」、神戸大学、2008 年 5 月
（報告）「少年事件の裁判員裁判のあるべき形」日本児童精神医学会第 50 回大会・シン

ポジウム「少年事件の裁判員裁判」、京都国際会議場、2009 年 10 月
（報告）「社会的排除と刑事法」民主主義科学者協会法律部会 2010 年度学術総会・シン

ポジウム「同時代の世界と実定法学―21 世紀の法分析の新たな地平」、慈恵医科
大学、2010 年 11 月

（オーガナイズ）ワークショップ「少年事件の裁判員裁判」、日本刑法学会 89 回大会、
法政大学、2011 年 5 月

（報告）「新自由主義、社会的排除と刑事司法―日本の場合」国際犯罪学会第 16 回世
界大会・全体会Ⅳ「国家モデルと犯罪予防戦略」、神戸国際会議場、2011 年 8 月

（報告）Japanese Lay Judge System and Juvenile Trials、アジア犯罪社会学会第 3 回年
次大会、台湾台北市リージェント・ホテル、2011 年 12 月

（報告）New Trends in Juvenile Trials under the Japanese Lay Judge System、アジア
犯罪社会学会第 4 回年次大会、韓国ソウル市ロッテ・ホテル、2012 年 8 月

（オーガナイズ）シンポジウム「裁判員制度は刑事司法をどう変えるか？」、日本犯罪社
会学会第 39 回大会、一橋大学、2012 年 11 月

（報告）「高齢者犯罪と刑事手続」日本刑法学会 91 回大会・共同研究分科会Ⅲ「高齢社
会と刑事政策」、中央大学、2013 年 5 月
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（指定発言）司法福祉学会第 13 回大会・分科会「裁判員制度と判決前調査」、日本福祉
大学、2013 年 8 月

（報 告）Juvenile Justice in Japan、University of Istanbul, World Film Festival on 
Crime and Punishment、トルコ・イスタンブール大学、2013 年 9 月

（指定発言）日本更生保護学会第 2 回大会・シンポジウム「刑事司法と福祉の連携モデ
ル」、国士舘大学、2013 年 12 月

（オーガナイズ）ワークショップ「接見交通権をめぐる近時の問題」、日本刑法学会 93
回大会、専修大学、2015 年 5 月

（報告）「刑訴猶予と再犯防止措置―刑事手続法の観点から」日本刑法学会 94 回大
会・ワークショップ「起訴猶予と再犯防止措置」、名古屋大学、2016 年 5 月

（オーガナイズ）ワークショップ「被疑者国選弁護制度の拡充と被疑者弁護の課題」、日
本刑法学会 96 回大会、関西大学、2018 年 5 月

（報告）「『刑事弁護』分野の回顧と展望」日本刑法学会 100 回大会・共同研究分科会Ⅱ
「刑事訴訟法の回顧と展望」、関西学院大学、2022 年 5 月

（報告）「再審請求権の保障と証拠開示」日本刑法学会 101 回大会・ワークショップ「再
審と証拠開示」、早稲田大学、2023 年 6 月

（報告）「再審制度改革の基本的視座―請求人の証拠アクセスと再審請求権の保障」日
本刑法学会 103 回大会・ワークショップ「再審制度の課題」、神奈川大学、2025 年
5 月

これらに加え、国内外のシンポジウム、セミナーなどにおいて、報告、講演、指定発言
などを行った。
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